
 
 
 
 

平成２６年生駒市議会（第４回）定例会議案  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２６年９月１６日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生 駒 市 
 
 
 
 
 
 
 

 



目-1

議 案 番 号 議 案 名 頁

報告第　６　号 平成２５年度決算に基づく生駒市健全化判断比率の報告について １～３

報告第　７　号 平成２５年度決算に基づく生駒市資金不足比率の報告について ４～６

議案第　54　号 平成２５年度生駒市一般会計決算の認定について ７

議案第　55　号 平成２５年度生駒市公共施設整備基金特別会計決算の認定について ８

議案第　56　号
平成２５年度生駒市生駒駅前市街地再開発事業特別会計決算の認定につい
て

９

議案第　57　号 平成２５年度生駒市介護保険特別会計決算の認定について 10

議案第　58　号 平成２５年度生駒市国民健康保険特別会計決算の認定について 11

議案第　59　号 平成２５年度生駒市後期高齢者医療特別会計決算の認定について 12

議案第　60　号 平成２５年度生駒市下水道事業特別会計決算の認定について 13

議案第　61　号 平成２５年度生駒市自動車駐車場事業特別会計決算の認定について 14

議案第　62　号 平成２５年度生駒市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 15

議案第　63　号 平成２５年度生駒市病院事業会計決算の認定について 16

議案第　64　号 平成２６年度生駒市一般会計補正予算（第３回） 17～25

議案第　65　号 平成２６年度生駒市介護保険特別会計補正予算（第１回） 26～31

議案第　66　号 平成２６年度生駒市国民健康保険特別会計補正予算（第１回） 32～34

議案第　67　号 生駒市職員の修学部分休業に関する条例の制定について 35～37

平 成 ２６ 年 生 駒 市 議 会 （ 第 ４ 回 ） 定 例 会 議 案 目 録



目-2

議案第　68　号 生駒市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定について 38～43

議案第　69　号
生駒市の一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定
について

44～47

議案第　70　号 生駒市立保育所条例の一部を改正する条例の制定について 48

議案第　71　号
生駒市ひとり親家庭等医療費助成条例の一部を改正する条例の制定につい
て

49

議案第　72　号 生駒市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 50～52

議案第　73　号 生駒市生駒北スポーツセンターの指定管理者の指定について 53

議案第　74　号 市道路線の認定について 54～55

議案第　75　号 市道路線の廃止について 56

議案第　76　号 生駒市教育委員会委員の任命について 57

諮問第　１　号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 58



 

報告第  ６  号 

 

平成２５年度決算に基づく生駒市健全化判断比率の報告について  

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条

第１項の規定により、平成２５年度決算に基づく生駒市健全化判断比率を別紙監

査委員の意見を付けて下記のとおり報告する。  

記  

（単位  ％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

―  

（ 12.28） 

―  

（ 17.28） 

3.7 

（ 25.0） 

―  

（ 350.0） 

 備 考   

１  実 質 赤 字 額 又 は 連 結 実 質 赤 字 額 が な い た め 、 「 ― 」 と 記 載 し

て い る 。  

２  将 来 負 担 比 率 が 算 定 さ れ な い た め 、 「 ― 」 と 記 載 し て い る 。  

  ３  生 駒 市 の 早 期 健 全 化 基 準 を 括 弧 内 に 記 載 し て い る 。  

 

平成２６年９月１６日提出  

                                             生駒市長   山  下   真 
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生 監 第 ６ ４ 号 

平成２６年８月２１日 

 

 

生 駒 市 長 山 下  真  様 

 

 

生駒市監査委員  藤 本 勝 美 

生駒市監査委員  井 上 圭 吾 

生駒市監査委員  伊 木 ま り 子 

 

 
平成２５年度決算に基づく生駒市健全化判断比率の審査結果について  

 
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定による平成２５年度決

算に基づく生駒市健全化判断比率の審査を終えたので、その結果について意見を付して提

出する。 
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平成２５年度決算に基づく生駒市健全化判断比率の審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

市長から提出された生駒市健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載

した書類が正確かつ適正に作成されているかどうかについて、必要に応じて関係職

員から説明を聴取し、審査を行った。 

 

第２ 審査の期間 

平成２６年７月１５日から平成２６年８月２１日まで 

 

第３ 審査の結果 

１ 総合意見 

審査に付された下記の生駒市健全化判断比率及びその算定の根拠となる事項を記

載した書類について照合・確認したところ、いずれも計数は正確であり、適正に作

成されていることが認められた。 

 

記 

健全化判断比率等 （単位：％） 

比 率 名 平成２５年度比率 早期健全化基準 

実 質 赤 字 比 率 － 12.28 

連結実質赤字比率 － 17.28 

実 質 公 債 費 比 率 3.7 25.0  

将 来 負 担 比 率 － 350.0  

（注）１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、それぞれ実質赤字 

額及び連結実質赤字額がないため、「－」を記載している。 

２ 将来負担比率については、将来負担比率が算定されないため、「－」 

を記載している。 

 

２ 個別意見 

(1) 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、それぞれ実質赤字額及び連結

実質赤字額がないことから、特に指摘すべき事項はみられなかった。 

(2) 実質公債費比率については、早期健全化基準の 25.0％を大きく下回っているこ

とから、特に指摘すべき事項はみられなかった。 

(3) 将来負担比率については、充当可能財源等が将来負担額を上回っており、将来

負担比率が算定されないことから、特に指摘すべき事項はみられなかった。 
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報告第  ７  号  

 

   平成２５年度決算に基づく生駒市資金不足比率の報告について  

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２

２条第１項の規定により、平成２５年度決算に基づく水道事業会計、下水道事

業特別会計及び病院事業会計の資金不足比率を別紙監査委員の意見を付けて

下記のとおり報告する。  

記  

                      （単位  ％）  

会計の名称  資金不足比率  

水 道 事 業 会 計 

―  

（ 20.0）  

下 水 道 事 業 特 別 会 計 

―  

（ 20.0）  

病 院 事 業 会 計 

―  

（ 20.0）  

 備考  

１  資金の不足額がないため、「－」と記載している。  

 ２  生駒市の経営健全化基準を括弧内に記載している。  

 

平成２６年９月１６日提出  

       生駒市長  山  下   真    
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生 監 第 ６ ５ 号 

平成２６年８月２１日 

 

 

生 駒 市 長 山 下  真  様 

 

 

生駒市監査委員  藤 本 勝 美 

生駒市監査委員  井 上 圭 吾 

生駒市監査委員  伊 木 ま り 子 

 

 
平成２５年度決算に基づく生駒市資金不足比率の審査結果について 

 
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定による平成２５年

度決算に基づく生駒市資金不足比率の審査を終えたので、その結果について意見を付

して提出する。 
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平成２５年度決算に基づく生駒市資金不足比率の審査意見書 

 

 

第１ 審査の概要  
市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

が正確かつ適正に作成されているかどうかについて、必要に応じて関係職員から説

明を聴取し、審査を行った。  
 
第２ 審査の期間  

平成２６年７月３１日から平成２６年８月２１日まで  
 
第３ 審査の結果  
１ 総合意見 

審査に付された下記の生駒市資金不足比率及びその算定の根拠となる事項を記載

した書類について照合・確認したところ、いずれも計数は正確であり、適正に作成

されていることが認められた。 

 
記 

資金不足比率等 （単位:％） 

特 別 会 計 の 名 称 平成２５年度比率 経営健全化基準 

水 道 事 業 会 計 － 20.0 

下 水 道 事 業 特 別 会 計 － 20.0 

病 院 事 業 会 計 － 20.0 

（注） 資金不足比率については、資金不足額がなく比率が算定されないため、

「－」を記載している。  
 
２ 個別意見 

水道事業会計、下水道事業特別会計及び病院事業会計においては、資金不足額が

ないことから、特に指摘すべき事項はみられなかった。 
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議案第  54 号  

 

   平成２５年度生駒市一般会計決算の認定について  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成

２５年度生駒市一般会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。  

 

  平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真    
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議案第  55 号  

 

   平成２５年度生駒市公共施設整備基金特別会計決算の認定について  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成

２５年度生駒市公共施設整備基金特別会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議

会の認定に付する。  

 

  平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真    
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議案第  56 号  

 

   平成２５年度生駒市生駒駅前市街地再開発事業特別会計決算の認定     

   について  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成

２５年度生駒市生駒駅前市街地再開発事業特別会計決算を別冊監査委員の意見を

付けて議会の認定に付する。  

 

  平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真    
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議案第  57 号  

 

   平成２５年度生駒市介護保険特別会計決算の認定について  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成

２５年度生駒市介護保険特別会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定

に付する。  

 

  平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真    
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議案第  58 号  

 

   平成２５年度生駒市国民健康保険特別会計決算の認定について  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成

２５年度生駒市国民健康保険特別会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の

認定に付する。  

 

  平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真    
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議案第  59 号  

 

   平成２５年度生駒市後期高齢者医療特別会計決算の認定について  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成

２５年度生駒市後期高齢者医療特別会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会

の認定に付する。  

 

  平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真    
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議案第  60 号  

 

   平成２５年度生駒市下水道事業特別会計決算の認定について  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成

２５年度生駒市下水道事業特別会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認

定に付する。  

 

  平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真    
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議案第  61 号  

 

   平成２５年度生駒市自動車駐車場事業特別会計決算の認定について  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成

２５年度生駒市自動車駐車場事業特別会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議

会の認定に付する。  

 

  平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真    
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議案第  62 号  

 

   平成２５年度生駒市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について  

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定に基づき、

平成２５年度生駒市水道事業会計決算に伴う剰余金を剰余金処分計算書（案）の

とおり処分し、併せて同法第３０条４項の規定に基づき、平成２５年度生駒市水

道事業会計決算を別冊監査委員の意見をつけて議会の認定に付する。  

 

  平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真    
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議案第  63 号  

 

   平成２５年度生駒市病院事業会計決算の認定について  

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

平成２５年度生駒市病院事業会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定

に付する。  

 

  平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真    
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議案第  64 号  

 

平成２６年度生駒市一般会計補正予算（第３回）  

 

平成２６年度生駒市の一般会計の補正予算（第３回）は、次に定めるところに

よる。  

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，０６８，４０５千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３７，３７８，２３３千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。  

 （地方債の補正）  

第２条  地方債の変更は、「第２表地方債補正」による。  

 

平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入
［単位　千円］

款 項 補正前の額 補  正  額     計    

14 国庫支出金     4,967,986        20,432     4,988,418

 2 国庫補助金     1,186,870        20,432     1,207,302

15 県支出金     2,218,337        13,303     2,231,640

 2 県補助金       689,300        13,303       702,603

17 寄附金        37,426        17,000        54,426

 1 寄附金        37,426        17,000        54,426

18 繰入金       645,864      -166,140       479,724

 1 基金繰入金       645,864      -166,140       479,724

19 繰越金       300,000       964,310     1,264,310

 1 繰越金       300,000       964,310     1,264,310

21 市債     3,570,200       219,500     3,789,700

 1 市債     3,570,200       219,500     3,789,700

歳     入     合     計    36,309,828     1,068,405    37,378,233
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歳 出
［単位　千円］

款 項 補正前の額 補  正  額     計    

 2 総務費     3,856,513       612,000     4,468,513

 1 総務管理費     2,998,554       580,000     3,578,554

 2 徴税費       513,012        32,000       545,012

 3 民生費    13,283,138        26,012    13,309,150

 1 社会福祉費     5,174,067        26,012     5,200,079

 8 教育費     6,442,833        17,326     6,460,159

 4 幼稚園費     2,269,001        17,326     2,286,327

10 公債費     3,283,290       413,067     3,696,357

 1 公債費     3,283,290       413,067     3,696,357

歳     出     合     計    36,309,828     1,068,405    37,378,233
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変更 ［単位　千円］

利  率 限 度 額
起 債 の
方 法

利  率 償還の方法

幼 稚 園
整備事業

5.0％以内
(ただし､
利率見直
し方式で
借り入れ
る場合に
ついて、
利率の見
直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率）

1,119,200

証書借入

又　　は

証券発行

5.0％以内
(ただし､
利率見直
し方式で
借り入れ
る場合に
ついて、
利率の見
直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率）

　政府資金に
ついてはその
融資条件によ
り、銀行その
他の場合には
その債権者と
協定するもの
とする。ただ
し、市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、若しくは
繰上償還又は
低利に借換え
ることができ
る。

899,700

証書借入

又　　は

証券発行

　政府資金に
ついてはその
融資条件によ
り、銀行その
他の場合には
その債権者と
協定するもの
とする。ただ
し、市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、若しくは
繰上償還又は
低利に借換え
ることができ
る。

第  ２　表　地　方　債　補　正

起 債 の
目 的

補      正      後補      正      前

償還の方法限 度 額
起 債 の
方 法
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議案第  65 号  

 

平成２６年度生駒市介護保険特別会計補正予算（第１回）  

 

平成２６年度生駒市の介護保険特別会計の補正予算（第１回）は、次に定める

ところによる。  

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９，８６５千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，３０３，０１５千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。  

 

平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入
［単位　千円］

款 項 補正前の額 補  正  額     計    

 3 国庫支出金     1,311,074           897     1,311,971

 1 国庫負担金     1,233,712           192     1,233,904

 2 国庫補助金        77,362           705        78,067

 4 支払基金交付金     2,019,889         4,569     2,024,458

 1 支払基金交付金     2,019,889         4,569     2,024,458

 5 県支出金     1,041,845           747     1,042,592

 1 県負担金     1,012,841           394     1,013,235

 2 県補助金        29,004           353        29,357

 7 繰入金     1,178,861         3,652     1,182,513

 2 基金繰入金        87,264         3,652        90,916

歳     入     合     計     7,293,150         9,865     7,303,015
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歳 出
［単位　千円］

款 項 補正前の額 補  正  額     計    

 4 基金積立金         1,956         6,213         8,169

 1 基金積立金         1,956         6,213         8,169

 5 諸支出金         3,544         3,652         7,196

 1 償還金及び還付加算
金

        3,544         3,652         7,196

歳     出     合     計     7,293,150         9,865     7,303,015
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議案第  66 号  

 

平成２６年度生駒市国民健康保険特別会計補正予算（第１回）  

 

平成２６年度生駒市の国民健康保険特別会計の補正予算（第１回）は、次に定

めるところによる。  

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２０６，４９０千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１１，９３１，８０６千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。  

 

平成２６年９月１６日提出  

                       生駒市長  山  下   真  
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議案第  67 号  

 

生駒市職員の修学部分休業に関する条例の制定について  

 

上記の議案を提出する。  

 

平成２６年９月１６日  

生駒市長  山  下   真    

 

   生駒市職員の修学部分休業に関する条例  

 （趣旨）  

第１条  この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」と

いう｡)第２６条の２第１項、第３項及び第４項の規定に基づき、職員の修学部

分休業（同条第１項に規定する修学部分休業をいう。以下同じ｡)に関し必要な

事項を定めるものとする。  

 （修学部分休業の承認）  

第２条  任命権者は、職員が申請した場合において、公務の運営に支障がなく、

かつ、当該職員の公務に関する能力の向上に資すると認めるときは、当該職員

が修学部分休業をすることを承認することができる。  

２  前項の規定による承認は、１週間を通じて２０時間を超えない範囲内で、職

員の修学のため必要とされる時間について、３０分を単位として行うものとす

る。  

 （大学等教育施設）  

第３条  法第２６条の２第１項の条例で定める教育施設は、次に掲げる教育施設

とする。  
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 (1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に規定する大学（当該

大学に置かれる同法第９１条に規定する専攻科及び同法第９７条に規定する

大学院を含む｡) 

 (2) 学校教育法第１条に規定する学校以外の教育施設で学校教育に類する教

育を行うもののうち、当該教育を行うにつき他の法律に特別の規定があるも

のであって同法第１０４条第４項第２号の規定により大学又は大学院に相当

する教育を行うと認められる課程を置く教育施設（修学部分休業をしようと

する職員が当該課程を履修する場合に限る｡) 

 (3) 学校教育法第１０８条に規定する短期大学  

 (4) 学校教育法第１１５条に規定する高等専門学校  

 (5) 学校教育法第１２４条に規定する専修学校  

 (6) 学校教育法第１３４条に規定する各種学校  

 （修学部分休業の期間）  

第４条  法第２６条の２第１項の条例で定める期間は、３年とする。  

 （修学部分休業の承認の申請）  

第５条  修学部分休業の承認の申請は、修学部分休業をしようとする期間の初日

及び末日並びに当該期間中の修学の内容を明らかにしてしなければならない。  

 （修学部分休業の期間の延長）  

第６条  修学部分休業をしている職員は、当該修学部分休業を開始した日から引

き続き修学部分休業をしようとする期間が第４条に規定する休業の期間を超え

ない範囲内において、延長をしようとする期間の末日を明らかにして、任命権

者に対し、修学部分休業の期間の延長を申請することができる。  

２  修学部分休業の期間の延長は、規則で定める特別の事情がある場合を除き、

１回に限るものとする。  

３  第２条の規定は、修学部分休業の期間の延長の承認について準用する。  

- 36 -



 （修学部分休業取得中の給与）  

第７条  職員が修学部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、生駒市の一般

職の職員の給与に関する条例（昭和３２年７月生駒市条例第２３号）第９条の

規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、同条例第１３条に規定する

勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。  

 （修学部分休業の承認の取消し等）  

第８条  任命権者は、修学部分休業をしている職員が、次に掲げる事由に該当す

ると認めるときは、当該修学部分休業の承認を取り消すものとする。  

 (1) 修学部分休業に係る教育施設の課程を退学したとき。  

 (2) 正当な理由なく、修学部分休業に係る教育施設の課程を休学し、又はそ

の授業を頻繁に欠席しているとき。  

２  任命権者は、修学部分休業をしている職員の業務を処理するための措置を講

ずることが著しく困難となったときは、当該修学部分休業の承認を取り消し、

又は休業時間（修学部分休業の承認を受けた１週間当たりの勤務しない時間を

いう｡)を短縮することができる。  

 （委任）  

第９条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

   附  則  

 この条例は、平成２６年１１月１日から施行する。  
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議案第  68 号  

 

生駒市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定について  

 

上記の議案を提出する。  

 

平成２６年９月１６日  

生駒市長  山  下   真    

 

   生駒市職員の自己啓発等休業に関する条例  

 （趣旨）  

第１条  この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」と

いう｡)第２６条の５第１項、第５項及び第６項の規定に基づき、職員の自己啓

発等休業（同条第１項に規定する自己啓発等休業をいう。以下同じ｡)に関し必

要な事項を定めるものとする。  

 （自己啓発等休業の承認）  

第２条  任命権者は、職員としての在職期間が２年以上である職員が申請した場

合において、公務の運営に支障がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の

向上に資すると認めるときは、大学等課程の履修（法第２６条の５第１項に規

定する大学等課程の履修をいう。以下同じ｡)又は国際貢献活動（同項に規定す

る国際貢献活動をいう。以下同じ｡)のための休業をすることを承認することが

できる。  

 （自己啓発等休業の期間）  

第３条  法第２６条の５第１項の条例で定める期間は、大学等課程の履修のため

の休業にあっては２年（大学等課程の履修の成果をあげるために特に必要な場
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合として規則で定める場合は、３年）、国際貢献活動のための休業にあっては

３年とする。  

 （大学等教育施設）  

第４条  法第２６条の５第１項の条例で定める教育施設は、次に掲げる教育施設

とする。  

 (1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に規定する大学（当該

大学に置かれる同法第９１条に規定する専攻科及び同法第９７条に規定する

大学院を含む｡) 

 (2) 学校教育法第１条に規定する学校以外の教育施設で学校教育に類する教

育を行うもののうち、当該教育を行うにつき他の法律に特別の規定があるも

のであって同法第１０４条第４項第２号の規定により大学又は大学院に相当

する教育を行うと認められる課程を置く教育施設（自己啓発等休業をしよう

とする職員が当該課程を履修する場合に限る｡) 

 (3) 前２号に相当する外国の大学（これに準ずる教育施設を含む｡) 

 (4) 学校教育法第１０８条に規定する短期大学  

 (5) 学校教育法第１２４条に規定する専修学校  

 (6) 学校教育法第１３４条に規定する各種学校  

 （奉仕活動）  

第５条  法第２６条の５第１項の条例で定める奉仕活動は、次に掲げる奉仕活動

とする。  

 (1) 独立行政法人国際協力機構が独立行政法人国際協力機構法（平成１４年

法律第１３６号）第１３条第１項第４号に基づき自ら行う派遣業務の目的と

なる開発途上地域における奉仕活動（当該奉仕活動を行うために必要な国内

における訓練その他の準備行為を含む｡) 

 (2) 前号に掲げる奉仕活動のほか、国際協力の促進に資する外国における奉
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仕活動のうち、職員として参加することが適当であると任命権者が認めるも

の  

 （自己啓発等休業の承認の申請）  

第６条  自己啓発等休業の承認の申請は、自己啓発等休業をしようとする期間の

初日及び末日並びに当該期間中の大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容を

明らかにしてしなければならない。  

 （自己啓発等休業の期間の延長）  

第７条  自己啓発等休業をしている職員は、当該自己啓発等休業を開始した日か

ら引き続き自己啓発等休業をしようとする期間が第３条に規定する休業の期間

を超えない範囲内において、延長をしようとする期間の末日を明らかにして、

任命権者に対し、自己啓発等休業の期間の延長を申請することができる。  

２  自己啓発等休業の期間の延長は、規則で定める特別の事情がある場合を除

き、１回に限るものとする。  

３  第２条の規定は、自己啓発等休業の期間の延長の承認について準用する。  

 （自己啓発等休業の承認の取消事由）  

第８条  法第２６条の５第５項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。  

 (1) 自己啓発等休業をしている職員が、正当な理由なく、その者が在学して

いる課程を休学し、若しくはその授業を頻繁に欠席していること又はその者

が参加している奉仕活動の全部若しくは一部を行っていないこと。  

 (2) 自己啓発等休業をしている職員が、その者が在学している課程を休学

し、停学にされ、又はその授業を欠席していること、その者が参加している

奉仕活動の全部又は一部を行っていないことその他の事情により、当該職員

の申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動に支障が生ずること。  

 （報告等）  

第９条  自己啓発等休業をしている職員は、任命権者から求められた場合のほ
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か、次に掲げる場合には、当該職員の申請に係る大学等課程の履修又は国際貢

献活動の状況について任命権者に報告しなければならない。  

 (1) 当該職員が、その申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動を取り

やめた場合  

 (2) 当該職員が、その在学している課程を休学し、停学にされ、若しくはそ

の授業を欠席している場合又はその参加している奉仕活動の全部若しくは一

部を行っていない場合  

 (3) 当該職員の申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動に支障が生じ

ている場合  

２  任命権者は、自己啓発等休業をしている職員から前項の報告を求めるほか、

当該職員と定期的に連絡を取ることにより、十分な意思疎通を図るものとす

る。  

 （職務復帰後における号給の調整）  

第１０条  自己啓発等休業をした職員が職務に復帰した場合において、部内の他

の職員との均衡上必要があると認められるときは、当該自己啓発等休業の期間

を大学等課程の履修又は国際貢献活動のためのもののうち、職員としての職務

に特に有用であると認められるものにあっては１００分の１００以下、それ以

外のものにあっては１００分の５０以下の換算率により換算して得た期間を引

き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における

最初の職員の昇給を行う日として規則で定める日又はそのいずれかの日に、昇

給の場合に準じてその者の号給を調整することができる。  

 （退職手当の取扱い）  

第１１条  生駒市職員の退職手当に関する条例（昭和４７年１０月生駒市条例第

３０号）第６条の４第１項及び第７条第４項の規定の適用については、自己啓

発等休業をした期間は、同条例第６条の４第１項に規定する現実に職務に従事
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することを要しない期間に該当するものとする。  

２  自己啓発等休業をした期間についての生駒市職員の退職手当に関する条例第

７条第４項の規定の適用については、同項中「その月数の２分の１に相当する

月数（地方公務員法第５５条の２第１項ただし書に規定する理由又はこれに準

ずる理由により現実に職務に従事することを要しなかった期間については、そ

の月数）」とあるのは、「その月数（地方公務員法第２６条の５第１項に規定

する自己啓発等休業の期間中の同項に規定する大学等課程の履修又は国際貢献

活動の内容が公務の能率的な運営に特に資するものと認められることその他の

市長が定める要件に該当する場合については、その月数の２分の１に相当する

月数）」とする。  

 （委任）  

第１２条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成２６年１１月１日から施行する。  

 （生駒市職員定数条例の一部改正）  

２  生駒市職員定数条例（昭和４２年４月生駒市条例第４号）の一部を次のよう

に改正する。  

  第２条第２項中第６号を第７号とし、第２号から第５号までを１号ずつ繰り

下げ、同項第１号中「（昭和２５年法律第２６１号）」を削り、同号を同項第

２号とし、同項に第１号として次の１号を加える。  

  (1) 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の５第１項の規

定により同項の自己啓発等休業をしている職員  

 （生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）  

３  生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年２月生駒市
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条例第２号）の一部を次のように改正する。  

  第２４条を第２５条とし、第２１条から第２３条までを１条ずつ繰り下げ、

第２０条の次に次の１条を加える。  

  （自己啓発等休業の承認を受けた職員の給与）  

 第２１条  地方公務員法第２６条の５第１項の規定による承認を受けた職員に

は、同項の自己啓発等休業をしている期間については、給与を支給しない。  
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議案第  69 号  

 

生駒市の一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定

について  

 

上記の議案を提出する。  

 

平成２６年９月１６日  

生駒市長  山  下   真    

 

   生駒市の一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例  

 （生駒市の一般職の職員の給与に関する条例の一部改正）  

第１条  生駒市の一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年７月生駒市条例

第２３号）の一部を次のように改正する。  

  第２条第１項中「通勤手当」の次に「、単身赴任手当」を加える。  

  第８条第１項を次のように改める。  

   住居手当は、次に掲げる職員に支給する。  

(1) 自ら居住する住宅（貸間を含む。次号において同じ｡)を借り受け、月

額１２，０００円を超える家賃（使用料を含む。以下同じ｡)を支払ってい

る職員（市が設置する公舎を貸与され、使用料を支払っている職員その他

規則で定める職員を除く｡) 

(2) 第８条の３第１項又は第３項の規定により単身赴任手当を支給される

職員で、配偶者が居住するための住宅（規則で定める住宅を除く｡)を借り

受け、月額１２，０００円を超える家賃を支払っているもの又はこれらの

ものとの権衡上必要があると認められるものとして規則で定めるもの  
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  第８条の２の次に次の１条を加える。  

  （単身赴任手当）  

 第８条の３  勤務場所を異にする異動又は在勤する勤務場所の移転に伴い、住

居を移転し、父母の疾病その他の規則で定めるやむを得ない事情により、同

居していた配偶者と別居することとなった職員で、当該異動又は勤務場所の

移転の直前の住居から当該異動又は勤務場所の移転の直後に在勤する勤務場

所に通勤することが通勤距離等を考慮して規則で定める基準に照らして困難

であると認められるもののうち、単身で生活することを常況とする職員に

は、単身赴任手当を支給する。ただし、配偶者の住居から在勤する勤務場所

に通勤することが、通勤距離等を考慮して規則で定める基準に照らして困難

であると認められない場合は、この限りでない。  

 ２  単身赴任手当の月額は、２３，０００円（規則で定めるところにより算定

した職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離（以下単に「交通距離」と

いう｡)が規則で定める距離以上である職員にあっては、その額に、４５，０

００円を超えない範囲内で交通距離の区分に応じて規則で定める額を加算し

た額）とする。  

 ３  第１項の規定による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要がある

と認められるものとして規則で定める職員には、前２項の規定に準じて、単

身赴任手当を支給する。  

 ４  前３項に規定するもののほか、単身赴任手当の支給の調整に関する事項そ

の他単身赴任手当の支給に関し必要な事項は、規則で定める。  

  第１７条の２中「及び第８条」を「、第８条及び第８条の３」に改める。  

  第２０条中「通勤手当」の次に「、単身赴任手当」を加える。  

 （技能職員の給与に関する条例の一部改正）  

第２条  技能職員の給与に関する条例（昭和４１年１０月生駒市条例第３５号）

- 45 -



の一部を次のように改正する。  

  第２条中「通勤手当」の次に「、単身赴任手当」を加える。  

 （生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）  

第３条  生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年２月生

駒市条例第２号）の一部を次のように改正する。  

  第２条第３項中「通勤手当」の次に「、単身赴任手当」を加える。  

  第６条を次のように改める。  

  （住居手当）  

 第６条  住居手当は、次に掲げる職員のうち、水道事業管理者（以下「管理者

」という｡)が定めるものに支給する。  

  (1) 自ら居住する住宅（貸間を含む。次号において同じ｡)を借り受け、家

賃（使用料を含む。以下同じ｡)を支払っている職員  

  (2) 第７条の２の規定により単身赴任手当を支給される職員で、配偶者が

居住するための住宅（管理者が定める住宅を除く｡)を借り受け、家賃を支

払っているもの又はこれらのものとの権衡上必要があると認められるもの  

  第７条の次に次の１条を加える。  

  （単身赴任手当）  

 第７条の２  勤務場所を異にする異動又は在勤する勤務場所の移転に伴い、住

居を移転し、父母の疾病その他の管理者が定めるやむを得ない事情により、

同居していた配偶者と別居することとなった職員で、当該異動又は勤務場所

の移転の直前の住居から当該異動又は勤務場所の移転の直後に在勤する勤務

場所に通勤することが通勤距離等を考慮して管理者が定める基準に照らして

困難であると認められるもののうち、単身で生活することを常況とする職員

には、単身赴任手当を支給する。ただし、配偶者の住居から在勤する勤務場

所に通勤することが、通勤距離等を考慮して管理者が定める基準に照らして
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困難であると認められない場合は、この限りでない。  

 ２  前項の規定による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると

認められるものとして管理者が定める職員には、同項の規定に準じて、単身

赴任手当を支給する。  

  第２４条中「第６条」の次に「、第７条の２」を加える。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行し、第１条の規定による改正後の生駒市の一般

職の職員の給与に関する条例の規定、第２条の規定による改正後の技能職員の給

与に関する条例の規定及び第３条の規定による改正後の生駒市企業職員の給与の

種類及び基準に関する条例の規定は、平成２６年１０月１日から適用する。  
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議案第  70 号  

 

生駒市立保育所条例の一部を改正する条例の制定について  

 

上記の議案を提出する。  

 

平成２６年９月１６日  

生駒市長  山  下   真    

 

生駒市立保育所条例の一部を改正する条例  

 生駒市立保育所条例（昭和３０年３月生駒市条例第８号）の一部を次のように

改正する。  

 別表中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」に改め、同表備考第５項第１

号中「母子世帯等」を「母子世帯」に、「母子及び寡婦福祉法（昭和３９年法律

第１２９号）第１７条の配偶者のない者」を「母子及び父子並びに寡婦福祉法（

昭和３９年法律第１２９号）第６条第６項の配偶者のない女子」に改め、同項中

第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。  

(2) 父子世帯  母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第６項の配偶者の

ない男子で現に児童を扶養しているものの世帯  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第  71 号  

 

生駒市ひとり親家庭等医療費助成条例の一部を改正する条例の制定につ  

いて  

 

上記の議案を提出する。  

 

平成２６年９月１６日  

生駒市長  山  下   真    

 

  生駒市ひとり親家庭等医療費助成条例の一部を改正する条例  

 生駒市ひとり親家庭等医療費助成条例（昭和５３年９月生駒市条例第３１号）

の一部を次のように改正する。  

 第２条第１号ア中「母子及び寡婦福祉法」を「母子及び父子並びに寡婦福祉法

」に改め、同号イ中「母子及び寡婦福祉法第１７条に規定する配偶者（婚姻の届

出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む｡)と死別した男子

で現に婚姻（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある場合

を含む。以下同じ｡)をしていないもの又はこれに準ずる者」を「母子及び父子並

びに寡婦福祉法第６条第２項に規定する配偶者のない男子」に改め、同号エ中「

母子及び寡婦福祉法」を「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改め、同号オ中

「、婚姻」の次に「（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある場合を含む。以下同じ｡)」を加える。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第  72 号  

 

生駒市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について  

 

上記の議案を提出する。  

 

平成２６年９月１６日  

生駒市長  山  下   真    

 

生駒市火災予防条例の一部を改正する条例  

 生駒市火災予防条例（昭和３７年３月生駒市条例第７号）の一部を次のように

改正する。  

 目次中「第５章  避難管理（第３５条―第４２条）」を  

                        に改める。  

 第５章の次に次の１章を加える。  

   第５章の２  屋外催しに係る防火管理  

 （指定催しの指定）  

第４２条の２  消防長は、祭礼、縁日、花火大会その他の多数の者の集合する屋

外での催しのうち、大規模なものとして消防長が定める要件に該当するもの

で、対象火気器具等（令第５条の２第１項に規定する対象火気器具等をいう。

以下同じ｡)の周囲において火災が発生した場合に人命又は財産に特に重大な被

害を与えるおそれがあると認めるものを、指定催しとして指定しなければなら

ない。  

２  消防長は、前項の規定により指定催しを指定しようとするときは、あらかじ

「第５章  避難管理（  

 第５章の２  屋外催  

第３５条―第４２条）  

しに係る防火管理（第４２条の２・第４２条の３）」  
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め、当該催しを主催する者の意見を聴かなければならない。ただし、当該催し

を主催する者から指定の求めがあったときは、この限りでない。  

３  消防長は、第１項の規定により指定催しを指定したときは、遅滞なくその旨

を当該指定催しを主催する者に通知するとともに、公示しなければならない。  

 （屋外催しに係る防火管理）  

第４２条の３  前条第１項の指定催しを主催する者は、同項の指定を受けたとき

は、速やかに防火担当者を定め、当該指定催しを開催する日の１４日前までに

（当該指定催しを開催する日の１４日前の日以後に同項の指定を受けた場合に

あっては、防火担当者を定めた後遅滞なく）次に掲げる火災予防上必要な業務

に関する計画を作成させるとともに、当該計画に基づく業務を行わせなければ

ならない。  

 (1) 防火担当者その他火災予防に関する業務の実施体制の確保に関するこ

と。  

 (2) 対象火気器具等の使用及び危険物の取扱いの把握に関すること。  

 (3) 対象火気器具等を使用し、又は危険物を取り扱う露店、屋台その他これ

らに類するもの（第４５条において「露店等」という｡)及び客席の火災予防

上安全な配置に関すること。  

 (4) 対象火気器具等に対する消火準備に関すること。  

 (5) 火災が発生した場合における消火活動、通報連絡及び避難誘導に関する

こと。  

 (6) 前各号に掲げるもののほか、火災予防上必要な業務に関すること。  

２  前条第１項の指定催しを主催する者は、当該指定催しを開催する日の１４日

前までに（当該指定催しを開催する日の１４日前の日以後に同項の指定を受け

た場合にあっては、消防長が定める日までに）、前項の規定による計画を消防

長に提出しなければならない。  
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 第４９条に次の１号を加える。  

 (4) 第４２条の３第２項の規定に違反して同条第１項に規定する火災予防上

必要な業務に関する計画を提出しなかった者  

 第５０条中「法人の代表者」を「法人（法人でない団体で代表者又は管理人の

定めのあるものを含む。以下この項において同じ｡)の代表者若しくは管理人」

に、「同条の罰金刑」を「、同条の刑」に改め、同条に次の１項を加える。  

２  法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は

管理人が、その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人

又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成２６年１２月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例の施行の日から起算して１４日を経過する日までに終了する催しに

ついては、改正後の生駒市火災予防条例第５章の２の規定は、適用しない。  
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議案第  73 号  

 

   生駒市生駒北スポーツセンターの指定管理者の指定について  

 

 下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項

の規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会

の議決を求める。  

記  

１  指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称  

  生駒市生駒北スポーツセンター（体育館、野球場、グラウンド、グラウン

ドランニングトラック、テニスコート）  

２  指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地  

  HOS グループ  

   構成団体（代表）  株式会社東大阪スタジアム  

            大阪府東大阪市下小阪２丁目９番１７号  

   構成団体      天正株式会社  

            大阪府東大阪市下小阪２丁目９番１７号  

３  指定の期間  

  生駒市生駒北スポーツセンター各施設の供用開始日から平成３２年３月

３１日まで  

   

  平成２６年９月１６日提出                 

                      生駒市長  山  下   真  
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議案第  74 号  

 

   市道路線の認定について  

 

 市道路線を次のとおり認定したいから、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第８条第２項の規定により、議会の議決を求める。  

 

整理  
路     線     名  

起         点  

番号  終         点  

１  翠光台１号線  
壱分町８１番１０先  

壱分町６７番２５０先  

２  翠光台２号線  
壱分町６８番２４先  

壱分町６８番２３先  

３  翠光台３号線  
壱分町６８番１６先  

壱分町６８番１１先  

４  翠光台４号線  
壱分町６８番９８先  

壱分町６８番１１０先  

５  翠光台５号線  
壱分町６８番２８先  

壱分町６８番９３先  

６  翠光台６号線  
壱分町６８番３６先  

壱分町６８番１３６先  

７  翠光台７号線  
壱分町６８番４２先  

壱分町６８番４４先  

８  翠光台８号線  
壱分町６７番２６６先  

壱分町６７番２５２先  

９  翠光台９号線  
壱分町６７番２８６先  

壱分町６８番１２５先  

10 翠光台１０号線  
壱分町６７番２８６先  

壱分町６７番２４６先  
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11 翠光台１１号線  
壱分町６７番２７５先  

壱分町６７番２７３先  

12 翠光台１号歩行者専用道  
壱分町６８番１３先  

壱分町６８番７８先  

13 翠光台２号歩行者専用道  
壱分町６８番１６先  

壱分町６８番３１先  

14 翠光台３号歩行者専用道  
壱分町６８番３２先  

壱分町６８番２７先  

15 新生駒台線支線８号  
小明町６５８番５先  

小明町６５９番８先  

16 新生駒台線支線９号  
小明町６６２番７先  

小明町６５９番１０先  

 

 

  平成２６年９月１６日提出  

                      生駒市長  山  下   真   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 55 -



議案第  75 号  

 

   市道路線の廃止について  

 

 市道路線を次のとおり廃止したいから、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第１０条第３項の規定により、議会の議決を求める。  

 

整理  
路     線     名  

起         点  

番号  終         点  

１  壱分乙田線支線５号  
壱分町８１番１０先  

壱分町８１番１１先  

 

 

  平成２６年９月１６日提出  

                      生駒市長  山  下   真   
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議案第  76 号  

生駒市教育委員会委員の任命について  

生駒市教育委員会の委員に下記の者を任命したいから、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定により、

議会の同意を求める。  

記  

住   所   生駒市●●●●●●●●●●●● 

氏   名   飯  島  敏  文  

生年月日   昭和●●年●月●●日 

平成２６年９月１６日提出  

生駒市長  山  下   真  
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諮問第  １  号

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

人権擁護委員の候補者に下記の者を推薦したいから、人権擁護委員法（昭和２

４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。

記

住     所  生駒市●●●●●●●●

氏     名  正  田  博  司

生年月日  昭和●●年●月●●日

住     所   生駒市●●●●●●●●

氏     名   谷  口  清

生年月日   昭和●●年●月●●日

平成２６年９月１６日提出

生駒市長  山  下  真
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